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度について 2000 年代前半から行われるようになり，FIT 制度の分析や，RPS 制
度と FIT 制度の比較分析が行われているが，我が国の制度分析に関する研究は
極めて少ない。 
第 3 章～第 5 章では，経済モデルを用い，電気事業において再エネ政策が導
入されることにより，電力価格や再エネの普及がどのようになるのかを分析し
ている。 
第 3章は，電力自由化によって PPS(Power Producer and Supplier，特定規模
電気事業者＝再エネ事業者)の参入が行われているとき，再エネの普及政策であ


















































































第 1 に，本論文は，再エネの普及に着目し，第 3 章と第 5 章の経済モデル分
析では，再エネの生産量変化に特に着目して分析を行っており，判断基準は，「再
エネの生産量増加」のみである。社会的厚生の観点からの判断が欠如しており，
この点が本論文の大きな弱点となっている。本来ならば，社会的厚生の変化の
観点から，再エネ政策の効果を比較する必要がある。異なる再エネ政策の比較
を行う場合，政策変数の設定に対し，基準を設ける必要がある。例えば，国が
定める再エネ導入目標量などが一つの基準となるが，日本のエネルギー基本計
画などで再エネの利用割合は示されていないため，代わりの基準として，一定
量の二酸化炭素排出の抑制につながる再エネ生産量，一定量の枯渇性資源の消
費抑制，一定の面積における再エネ生産量などが挙げられよう。 
第２に，電力市場自体の変化についても，経済モデルを構築する上で考慮す
る必要があるだろう。現在は，一般電気事業者の影響が強く残り，本論文で扱
った経済モデルは妥当であろう。しかし，市場競争が進展することによる完全
競争や複占などのケースも考慮する必要があろう。 
第３に，再エネ政策自体，歴史が浅く十分データが利用可能ではないものの，
データに基づく実証研究の展開が期待される。ドイツなどではある程度実績が
積まれており，代表的な制度を導入している海外諸国の動向を踏まえ，実証分
析への展開も期待したい。 
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・本論文の評価 
以上のように再生可能エネルギー政策に関する研究の歴史が浅く，また，そ
の経済モデル分析の研究が乏しい状況下で，本論文は，電力自由化を考慮した
再エネ普及政策の経済モデル研究としての先駆的な業績を含み，かつ，当該分
野の発展の基礎ともなる重要な論文であると審査小委員会は全会一致で判断し，
本論文が博士（経済学）の授与に相応しいことを報告する。 
 
